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教育研究推進室におけるリスクマネージメントへ向けて

はじめに

　本稿では，教育研究推進室におけるリスクマネージ
メントに対する提案を行う。
　教育研究推進室の中心的な活動である「人文学
フィールドワーカー養成プログラム」では，大学院生
が研究のためにおこなう国内外でのフィールドワーク
に対して募集を行い，採用されたプロジェクトには，
経費の援助を行っている。現状では，フィールドワー
クは学生本人の責任のもとに行われており，教育研究
推進室からの援助は資金面にとどまっている。しか
し，資金を提供している以上，安全面に対するマネー
ジメントもある程度は必要となるのではないだろう
か。
　今回は，フィールドワーク（特に国外調査）の際に
起こりうる様々なリスク状況に対し，スタッフや院生
本人がどのように対応すべきであるのか，さまざまな
角度から検討を試みた。

準備段階

　まず，リスクマネージメントを行う前の準備段階と
して，以下の内容を検討，実施する必要がある。

教育研究推進室担当者会議で検討すべきこと

１．傷害保険の加入の有無
　教務課で団体加入をあっせんしている傷害保険（㈶
日本国際教育支援協会による「学生教育研究災害傷害
保険」）1）にプロジェクト採用者は全員強制加入するか
どうかを含め，次の点について検討する。

・団体保険へ強制加入させるのか。
・加入の強制は，国外調査に限定するのか，国内外
すべての調査にわたって適用させるのか。

・さらなる補償のために，民間の旅行傷害保険への
加入を強制とするか，勧める程度にとどめるか，

あるいは全くの個人の判断に任せるのか（国外／
国内それぞれの調査に対して検討する）。

　なお2008年度は，採択者には口頭及びメールなど
で，民間の旅行傷害保険への加入を勧めた（特に国外
調査者に対して強く勧めた）。

２．加入費の負担
　団体加入における保険料を，教育研究推進室で負担
するかどうかを検討する。該当者に必要な保障を考え
ると，2008年現在で，約950円／人／年である（通学
移動特約付）。
　他大学の場合，たとえば東京大学では，全学生の傷
害保険加入費を大学が負担して全員加入させている。
名古屋大学の場合，教務課の話では，学部生のみ全員
加入を義務付けているようである（ただし，大学負担
か学生の自己負担かは未確認）。
　これらから考えると，少なくともプロジェクトの採
用者に対して，次のことを考える必要がある。

・加入を強制する場合，大学側がその費用を負担す
るのか。
・費用を負担する場合，現状の国内12万円／国外

24万円の経費の中で負担する（つまり，院生に
とってはわずかながら調査費の実質減額になる）
のか，経費とは別枠で負担するのか。

　もし大学が加入費を負担するということになれば，
保険金受取者は保険契約者の大学とし，事故にかかっ
た賠償金などを保険金から得ることができる（ただし
その場合は，同意書にも，大学が保険金の一部を受け
取るということを明記しておいた方がよい）。その他，
事故に対する大学側の必要経費については，後述した
「オーガナイザー保険」に別途加入することによって
も賄うことができる。
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３．賠償保険の加入

　院生は，被害者と同時に加害者になる可能性があ
る。その対応策として，賠償責任保険に加入するという
方法がある（上記の㈶日本国際教育支援協会による学
生教育研究災害傷害保険賠償特約：340円／人／年）。
　これについても上記と同様の検討が必要となる。

・強制加入するのか（こちらを強制加入とする場合
は，まずは傷害保険が強制加入となっていること
が前提である）。

・費用を大学が負担するのか（経費内で落とすのか
経費と別枠かも含めて検討）。

　なお，フィールドワークの性質上，国内においても
重要文化財等の貴重品に触れる機会が十分予想される
ため，賠償保険という側面から考える場合，国内調査
の院生も加入が望まれる。

４．大学が加入者となる保険
　２の最後で少しふれたが，院生本人の保険だけでは
なく，大学が支払うべき費用に関する保険についても
検討しておく必要がある。院生が死亡した際の見舞
金，現地への大学関係者の派遣費用，院生が加害者に
なった場合の賠償の中で大学側が責任を追及される部
分の費用を考えた場合，旅行事故対策保険と呼ばれる
ものを検討すべきである。この種の保険はまだあまり
数がなく（企業社員の出張などに対応したものは多く
あった），教育研究推進室におけるプロジェクト調査
に最もふさわしいと思われるものは，ジェイアイオー
ガナイザー保険と思われる2）。ちなみに，保険料は決
して高額ではない。たとえば，院生が国外に約２週間
調査に出かけた場合で，一人当たり1,350円である。

・旅行事故対策保険へ加入するか。

５．海外留学安全対策協議会への加入
　JCSOS（海外留学生安全対策協議会）という特定非
営利活動法人があるが ,その会員になり（学校単位 :

年会費10万），海外緊急事故支援システムに登録する
という方法がある。このシステムに登録することは非
常に有益であると考えられるが，学校単位の加入とい
うこと，年会費が高額であるということから，すぐに
加入というわけにはいかず，教育研究推進室担当者会
議で検討・即決定できる議題ではないが，今後の取り
組みへ向けて，参考までに述べた3）。

６．プロジェクト経費の上限
　国外調査の場合は，旅費と宿泊費だけで24万円の
上限を超えてしまう場合がある。そうすると，せっか
く自己負担までして行くのに，という気持ちが芽生え
てもおかしくなく，調査日程の合間にプライベートの
予定を挟むことが考えられる。例えばそれは，プロ
ジェクトと直接関係はないが院生本人の研究には必要
というプランかもしれない。
　しかし，事故に巻き込まれた時のことを考えると，
プライベートな行動はできるだけ慎むべきである。そ
のためにも，調査に必要な経費を支給するシステムが
必要になってくる。贅沢でなくとも，最低限の旅費・
宿泊費が確保される必要がある。
　ただ，「１人当たりの経費を増額する⇔採択人数が
減る」というトレードオフは無視できない。また，支
給金額にゆとりがありすぎるとかえって余分な行動を
とりがちになる。自己負担であればできる限り節約す
るのに，経費をもらえるのであればぜいたくに使う，
ということがないとも限らない。
　これらから，経費については国内12万円／国外24

万円に固定するのではなく，毎年度検討する必要があ
るだろう。

・プロジェクト経費の上限について再検討。
　（できれば毎年度ごとに上限を確認する）

７．調査期間の延長
　現状では，プロジェクトの実施期間は一調査あたり
２カ月までという期限が設けられている。しかし，事
故などで調査の中断を余儀なくされた院生が，その後
の状況の好転により再度調査に出かけることが可能に
なった場合，この２カ月という枠を超える場合が考え
られる。
　そこで，やむをえない場合の調査期間延長に関して
検討する。院生が危険を押して２カ月以内に調査を済
ませてしまうという無理をすることがないように配慮
しなければいけない。期間延長そのものに関しては，
過去にも特例で認められているので問題はないが，毎
回特例扱いでそのつど許可を検討するのか，前もって
延長が許可されるように定めておくのか，あるいは期
間そのものを延長（もしくは撤廃）してしまうのか，
検討すべきだろう。（脚注1）

（脚注1）その後，検討の結果，来年度から２カ月という調査期
間の枠は撤廃されることが決定した。　



Μεταπτυχιακά 名古屋大学大学院文学研究科 教育研究推進室年報 Vol. 3Μεταπτυχιακά 名古屋大学大学院文学研究科 教育研究推進室年報 Vol. 3

139

教育研究推進室におけるリスクマネージメントへ向けて

・フィールドワークの調査期間を２カ月以内として
いることについて，検討する（枠を撤廃するの
か，あるいは延長するのか，現状維持か）。

・調査期間の枠を設けた場合（現状維持でも，現状
から延長した場合でも），やむをえない事情の場
合は期間を延長することを認める旨を，明文化す
るのか。

・実際に期間延長を認める場合，やむをえない事情
と認められたものは自動的に期間が延長されるの
か，理由書などの届け出が必要か。

・期間延長する場合は，どの程度までの延長が認め
られるのか（その他の院生との公平を期するよう
にする必要がある）。

８．補助金における事故対策費の申請
　今後リスクマネージメントが本格化するにつれて，
一定の「フィールド調査におけるリスク対策費」が必
要となってくるのは必至である。補助金を申請する際
にも，この「リスク対策費」を内訳として盛り込んで
おかないと，必要経費として使用できない恐れがあ
る。そのため，リスク対策費というものについて，あ
らかじめ一定の見解をまとめておく，というのがここ
での主旨である。
　リスク対策費には様々なものがあり，それらは，大
学が捻出するもの，院生が捻出するものに分かれ，ま
た各々，自費で支払うものと保険で賄えるものに分か
れる。
　このうち，大学が捻出すると考えられるものの費目
を挙げてみると，現地派遣班（大学関係者及びけが人
付添医師など）の各種費用（交通・宿泊・渡航・渡航
手続き・食費・通信・雑費など），ご家族交通費など
（の一部負担があるかもしれない），現地協力者（通
訳・救助など）の人件費・謝礼，けが人・ご遺体移送
費（ご遺体処理費含む＝院生本人の場合，本人の保険
から賄われる），大学内の対策本部での通信費，雑費，
そして，年間の保険加入料などが考えられる。
　これらは大抵保険金で賄われるものであるが，中に
は補償の範囲が及ばない費目や，損害額があまりに大
きいため保険金だけでは不足する場合もあり，大学側
の責任の及ぶ範囲に関しては，大学が捻出する必要が
でてくる。
　外部からの補助金等が獲得できなかった年度におい
ても，内部予算の取り置きの必要があるだろう。

・事故対策費用の具体的な費目について検討

９．対策本部の設置について
　不測の事態が起きてしまったとき，対策本部を設置
する必要が出てくる。プロジェクト調査の場合には，
基本的には教育研究推進室担当教員（以下，略して担
当教員）が主になる。また，対策本部設置のために
は，前もって以下のような準備が必要と考えられる。
　・メンバーの確定。（対策本部長と，以下に述べる
各役割の責任者）

以下のメンバーを暫定的に決定する。
 （毎年度更新あり）
対策本部長： 文学研究科長もしくは教育研究推進室

長
　　（全体を指揮）
広報担当：担当教員から選定
　　 （情報収集とマスコミ対応，各種関係機関への
連絡）

院生及び家族対応担当：指導教員
　　 （家族への連絡と対応，院生本人への連絡）
現地派遣担当：担当教員から選定
　　 （必要であれば現地へ派遣されるスタッフ。救
援・家族同行・現地での情報収集など）

業務 対応担当： 担当教員から選定もしくは対策本部
長直轄で専任の事務補佐員が対応

　　 （いずれにしろ，実際の業務は専任の事務補佐
員が担当。チケット手配，ホテル・食事予約，
各班のサポート・経理事務など。）

　・事故発生時に招集をかける際の連絡網。また，連
絡すべき関係諸機関及びマスコミ各社とその連絡
先のリストアップ。

連絡網の大筋を定める。
　（案）第一報が大学へ
　　　　　　（通常） 教育研究推進室もしくは指導

教員
　　　　　　（夜間・休日）指導教員
　　　 →対策本部長へ
　　　　　 →各担当へ
　　　　　　　 →広報担当から関係諸機関へ
　　　　　　　　　 →院生・家族担当から家族へ
リストの作成。 （電話番号と担当者などをリストに
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記入しておく）
　　　　外務省
　　　　国土交通省
　　　　文部科学省
　　　　厚生労働省
　　　　大学本部・教務課
　　　　加入している保険会社各社
　　　　　（教務課の団体加入保険含む）
　　　　マスコミ各社

10．シミュレーションや，セミナーの開催
　これについては，すぐに何かを決定する，というこ
とはないが，シミュレーションもセミナーも，今後の
対策においては欠かすことのできないものであり，継
続して取り組んでいく必要がある。

・第１回目のタイミングとしては，リスクマネージ
メント業務を立ち上げる際に，外部の専門家を招
いてセミナーを開く，ということが考えられる。

・また，その専門家の指導に従って，マネージメン
トが実際に機能するかどうかのシミュレーション
を行う。

11．全学的なリスクマネージメント組織との連携
　現段階では，名古屋大学内の組織としては，災害管
理室とリスク対策室と呼ばれるものがある。しかし，
前者は，大学内における地震などの災害に対応するた
めの組織であり，後者は，サイトに情報を公開してい
ない。よって，ここで述べられているような意味での
リスクマネージメントは，全学的には確立していない
と考えられる。
　しかし，全学的な動きがスタートせずとも，たとえ
ば院生や家族の肉体的・精神的なサポートに保健管理
室のアドバイスを要請するなど，学内における個々の
組織と連携を図っていくことはできるだろう。また，
非常に大きな事故に巻き込まれた場合などは，もとよ
り大学本部と連携して動くことになるだろう。
　まず，このリスクマネージメントがある程度形にな
り，１回～数回に及ぶセミナー・シミュレーションを
経験することで，どの機関と連携をとっていったらよ
いのかが明確になってくる。その時点で，改めて対応
を考えていかなければならないだろう。

12．リスクマニュアルに記載する内容についての検討
　フィールドワークにおける計画，実行のすべてが院

生の責任のもとに行われるものであったとしても，道
義的責任による対応が大学に求められることも多い。
その主なものは，
　・家族対応
　・現地派遣を含めた救援活動のアシスト
　・広報
　・事故回避のための事前準備
などである。これらをすべてマニュアル化して，いつ
でも利用可能にしておくことが重要である。
　また，マニュアルとしては，次の５つのものが考え
られる。
　１　スタッフの事故回避マニュアル
　２　スタッフの事故発生時対応マニュアル
　　　（ここに上記の「家族対応」，「現地派遣」，「広

報」のマニュアルが含まれる）
　３　学生の事故回避マニュアル
　４　学生の事故発生時対応マニュアル
　５　学生が加害者となった場合の，スタッフのマ

ニュアル
　マニュアルは，まず院生が国外調査に出かけた際の
ものを作成するが，国内調査向けのマニュアル（国外
向けに作られたものの中から，関係箇所を拾ってきた
簡便なものでよい）があるとさらに対応しやすい。と
いうのも，今後全学的なリスク対応マニュアルが作成
されることがあっても，国内への対処は大幅に遅れる
か，何もなされないか，ということが十分考えられる
からである。
　なお，ここで提案するマニュアルの中では，便宜上
「事故」という言葉を用いているが，これは広く不測
の事態（リスク）全般を指す。具体的には，
　・事件（故意に誰かが発生させたもの）
　　　　　殺 人，麻薬，銃，強盗など，個人あるいは

小集団による犯罪
　　　　　内 戦・テロ・戦争など，大集団・国家によ

るもの
　　　　　生 命に直接危険はないが，スリやセクハ

ラ，個人情報漏洩，ハイテク犯罪など
　・事故（故意に誰かが発生させたものではないが，
人由来で起こってしまったもの）

　　　　　交通事故，爆発，火災，食中毒，病気など
　・災害（自然由来のもの）
　　　　　地震，洪水，噴火など
　　　　（環境破壊由来のもの）
　　　　　水 質汚染，化学物質汚染，地球温暖化など
のすべてを指す。
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　さらには，災害や犯罪等の被害者になってしまうこ
とだけでなく，故意あるいはふとした気の緩みや無知
により，院生自らが犯罪者・加害者になってしまうこ
とも含まれる。たとえば，
　・麻薬・覚せい剤を使用してしまうこと
　・国外での馴染みのない法律に知らないうちに触れ
てしまうこと

　・国内外での貴重な美術品・文化財などを破損して
しまうこと

などである。
　加害者になった場合，現地に被害者がいるわけであ
り，その方への補償ということも絡んでくるので，よ
り複雑な対応を迫られることになる。この点，先に述
べた賠償特約やオーガナイザー保険の必要性をより強
く認識することになるだろう。また，院生が加害者と
なった場合，大学がどこまで負担・責任を負うかとい
うことも，重要な問題である。
　以上のことを考慮しながら，上記１～５までの５種
類のマニュアル案を作成した（資料１～５）。また，
以下に，さらにマニュアルを完成させていくために検
討していかねばならない課題を付した。

スタッフの事故回避マニュアル（資料１）について

・調査前に危険状態が認知されたときに，出発延期
か経過観察しながら出発するかを誰がどう判断す
るか。

　誰がどう判断するかについては，院生の調査地到着
後に事故発生した際の判断の方が難しく，また重要性
も高いので，そちら（つまり，スタッフの事故発生時
対応マニュアルについて）で検討することとして，そ
れに準じる形でこちらを決定するのがよいだろう。
　ちなみに，この判断に関わる人は，院生本人，指導
教員，担当教員が考えられる。
　また，どう判断するか，ということについていえ
ば，危険状態を認知するための情報収集手段を確立し
ておかなければいけない。有益な情報を迅速に収集す
るためには，外務省4），JICAの国別生活情報5），海外
留学安全対策協議会3），厚生労働省検疫所6）などのイン
ターネットによるサイトを閲覧するのがよいだろう。

・情報収集するためのサイトを決定（上記の４件で
の取捨選択，およびそれ以外のサイトの選択）

　参考のために，それぞれのサイトをごく簡単に説明
する。
　・外務省海外安全ホームページ
　　　　国 ・地域別情報にて，当該地域を検索・情報

入手
　　　　さらに広域情報から情報入手
　　　　世 界の医療事情にて，気を付けるべき疾病・

医療機関についての情報入手
　　　　日 本大使館・総領事館にて，当該国の公館情

報入手
　　　　海 外旅行の安全に関しては，海外安全ガイ

ド，海外安全パンフレット・資料，海外邦
人事件簿，海外安全虎のマキオ君からのお
知らせ（ニュース的なものではない）を確
認しておく。

　・JICA→世界の現状を知る→世界の様子（国別生
活情報）（主に発展途上国に関する情報）

　・海外留学安全対策協議会→海外リスク情報から情
報入手

　・厚生労働省検疫所 FORTH→海外渡航者向けの一
連のページの中で関連する情報入手

・同意書（案）（資料６）も検討（後述13：同意書
の作成）

　院生の多くは，経費削減のため，より格安な航空券
等を購入していることが多い。計画の延期・中断にお
ける航空券のキャンセルは，経済的支障をもたらすこ
ともある。このことに対しては，キャンセル料の支払
いなどでできる限りの便宜を図る一方で，大学の免責
に関して同意書に明示するとよいのではないだろうか
（同意書（案）五，に相当）。

・日程表（資料７）に記入させる項目の確認をする

　日程表には，日程とともに，国内の家族及び院生本
人の現地での連絡先も記載できるようになっている。
これにより，「今日はどこにいるはずなのか」という
ことが把握できる。旅費のためでなく危険回避のため
の日程表なので，用務を詳細に述べるのではなく，宿
泊するホテル名や日中の所在地が分かればよい。な
お，この日程表は，旅行命令簿とともに提出する日程
表の書式を利用した。
　国外調査で国内外兼用の携帯を持って出国する場合
は，そのアドレスを前もって記入してもらう。現地調
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達，もしくは空港などで出国ぎりぎりに調達する場合
は，できる限り速やかに教育研究推進室へアドレスを
送信してもらう。
　一つ気をつけなければいけない点を挙げる。国内の
家族の連絡先などを尋ねるということは，管理すべき
個人情報をより多く取得してしまうということにつな
がる。将来的にリスクマネージメントにおける教務課
との連携がスムーズになれば，事故発生時の家族への
連絡は，教務課を通して行うことを考えるのもいいか
もしれない。
　さらに，通常の情報伝達手段としてはパソコンメー
ルを最もよく利用するが，そのやりとりでは，個人情
報などが含まれることも多い。そのため，プライベー
トで取得したアドレスではなく，全学メールアドレス
を使用してもらうのが望ましい（後述14：全学メー
ルの利用を促進する）。

・院生に伝えるための緊急連絡先を決定

　従来は，スタッフから学生に連絡を取ることは考え
られてきたが，学生からスタッフに連絡を取るための
配慮はされてこなかった。そこで，院生及びその家族
の方から大学側へ連絡を入れる際の緊急連絡先を定
め，これを周知する。通常は教育研究推進室でよい
が，開室時間が短く，時差の関係などもあるので，夜
間・休日の場合の連絡先を検討する必要がある。最も
簡便な方法は，指導教員を連絡の窓口とすることであ
る。ちなみに，急を要しない用件については，教育研
究推進室のメールに連絡いただければ，事務開室時間
内にて最優先で対応させていただく準備を整える予定
である。
　以上の点を検討しながらスタッフの事故回避マニュ
アルが完成したら，担当教員及び指導教員に熟読して
もらい，必要なアドバイスを各院生に与えてもらう。
特に指導教員は，研究の先達として院生が向かう予定
地を何度も訪れている場合も多く，そういった現地を
よく知る者からのアドバイスは非常に有益である。
　もちろん，指導教員には，対策本部のメンバーと
なっていただく可能性があることを，あらかじめ伝え
ておいた方がよい。

スタッフの事故発生時対応マニュアル（資料２） 
について

　事故発生時の判断は，
　・注意しながら調査活動の継続（段階１）

　・現地での調査活動をいったん停止して待機（段階
２）

　・現地での調査活動を中止・帰国（段階３）
の３段階を決定するところから始まる。
　これに関しては，さまざまな検討課題がある。

・誰が決定権を持つのか
・誰が決定権を持つのか，について，誰か１～２名
に特定して決定するのか，調査者ごとに担当者を
決定するのか（たとえば指導教員が決定者の場合
は，調査者ごとに決定するということになる）
・最低限のメンバー（対策本部設置前段階での担当
者）を選定

　マニュアルからも分かるように，メンバー全員が招
集されるのは，実はかなり深刻な事態に限るのであ
る。
　そのため，マニュアルでは最低限のメンバーとして，
　・対策本部長もしくはそれに準ずるもの（担当教員
より１名）

　・指導教員（院生本人に最も連絡が取りやすく，日
頃から指示を出しやすい立場にいるというメリッ
トがある）

　・事務補佐員（決定権はないが実務担当・非常勤勤
務のため時間外の招集には非対応）

をあげているが，このメンバー設定について検討する
必要がある。
　逆に，ここに含まれていないが，決定権を持つ者と
して，
　・本人
を挙げることができる。ということは，本人と連絡を
とり，その意思や現場での状況判断を尊重しつつも，
緊急の場合は帰国命令を出す権限のあるメンバーを決
定しておく必要がある。
　これに関しては，年度初めに一括して誰か（一名も
しくは数名）を指名しておくという方法と，プロジェ
クト採用者が決定した時点で，「この院生には○○先
生」というように担当を決めておくという方法があ
る。もちろん，指導教員にお願いせず担当教員の中だ
けで割り振ることも可能である。

・どのようにして段階を決定するのか。対策本部を
設置する基準は何か？

　当初から重大な事態が予想された場合には，すぐさ



Μεταπτυχιακά 名古屋大学大学院文学研究科 教育研究推進室年報 Vol. 3Μεταπτυχιακά 名古屋大学大学院文学研究科 教育研究推進室年報 Vol. 3

143

教育研究推進室におけるリスクマネージメントへ向けて

ま対策本部関係者全員を招集することになるが，そう
でない場合は，上記のような限られたメンバーで決定
する方が実用的である。そのため，全員を招集する必
要があるのかどうかについての基準を設ける必要があ
る。基本的には，事故発生の際，まずはリスク状況に
おかれている，との認定（リスク認定）をし，危険度
を３段階に振り分けた後に対応していく，ということ
になる。
　それでは，いくつかの例をあげて，この問題（どの
ように決定するのか）の難しさ，及び重要性について
の説明をする。
　例その１：院生の身体の具合が悪く，本人の希望で
帰国を望んでいる場合などは，基本的に本人の責
任のもとに行動（帰国）してもらう。しかし，道
義的な観点から，大学側のサポートを求められる
こともある。この場合，段階１～３を決定する必
要も，対策本部を設置する必要もないが，リスク
認定のみ行う。そうすることで，たとえば航空便
の変更手数料の支払いなどを経費から認められる
よう，便宜を図ることができる。つまり院生個人
の勝手な予定変更であるという認識とは一線を画
すことができる。ただしこの場合，経費の上限を
超えての支払い，あるいは全学的な旅費の規定を
外れての支払いはできないだろう。

　　　また，その院生が感染症であった場合には，対
応できる病院などを調べて入院するための手続き
の助けをすることや，保健所への連絡も代理で行
う，もしくは保健所へ連絡するよう，家族に助言
することができる。

　例その２：しかし，例その１の感染症が，実は，鳥
インフルエンザであったような場合は，事態はか
なり深刻化していく。この場合は，すぐさま関係
者を全員招集ということも十分考えられる。

例その３：旅先で悪天候に巻き込まれて困った，とい
うような連絡が入るかもしれない。このときも対
策本部は必要ないが，アドバイス等は可能であ
る。ただし，院生本人が帰国を望まない場合，本
人の責任のもとに調査を続行することになる。か
なりひどい天災でもない限り，対策本部を設置す
る必要はなく，本人に「安全最優先で帰国するよ
うに」と伝えるのがせいぜいである。

例その４：しかし，院生が代替交通手段などで無理に
調査を続行しようとした場合，危険を回避するた
めのアドバイスや帰国命令を出すことになるかも
しれない。また，かなりひどい天災，とは一体ど

のような天災なのか，現時点では未定であり，今
後の課題となる。

　以上のように，実際の対応はケースバイケースにな
ることが多く，しかも大抵の場合は，対策本部を設置
するほどのものではない。
　ただ，本当に重大な事故が発生した時に速やかに行
動に移せるためには，
　・細かな事例に対しても意識的に取り組んでいくこ
と

　・日頃から重大な事故を意識してのシミュレーショ
ン・訓練などに積極的に取り組んでいくこと

が必要であろう。

・確認シート（案）（資料８）の検討

　確認シート（案）に掲げた項目以外にも，特に第一
報とそれに続く連絡の中で，尋ねておかなければなら
ない項目があれば付加していく。
　次は，対策本部が設置された後の対応についてであ
る。

・必要な人員の確保手段について

　メンバーは，様々な状況に対して迅速で的確な判
断・指示が要求される。その指示に従って実際に動く
人員を緊急に集める必要がある。
　たとえば，文学部を担当する大学事務正職員，その
院生の指導教員が指導する他の院生や研究生，同じ
コースの他の教員やその指導生などを考えることがで
きる。しかし，そのすべての人に協力を要請すること
はできない。よって，その中でも緊急に駆けつけるこ
とのできる者についての把握をしておく必要がある。
協力者が教員や職員の場合，常勤が非常勤（パート）
かなどの雇用条件も関係してくるだろう。

・精神的サポートの準備：保険管理室との連携につ
いて

　事故発生初日のマニュアルで，「精神的サポートの
準備」とあるが，対策本部としてどの程度本格的に受
け持たなければならないのかについては，いろいろと
ご意見があるだろう。
　ただ，サポートの程度はともかく，行うか行わない
かということに関して言えば，やはりある程度の準備
を整えておいた方がいいのではないかと思い，検討項



Μεταπτυχιακά 名古屋大学大学院文学研究科 教育研究推進室年報 Vol. 3Μεταπτυχιακά 名古屋大学大学院文学研究科 教育研究推進室年報 Vol. 3

144

目に加えた。
　院生に対する心身のメディカルケアは，名古屋大学
では基本的に保健管理室が担当しているので，連携の
ためのアプローチについて検討したい。メディカルケ
アそのものに対しては，ほかに医学部付属病院および
教育学部を基本とする発達心理精神科学教育研究セン
ターがあるが，後者は大学生のメンタルケアを専門と
しているわけではないため，注意が必要である。
　それ以外に準備として行うことについては，現時点
ではまだ明確ではない。

学生の事故回避マニュアル（資料３）について
　この事故回避マニュアルは，そのまま同意書の約款
としても議論する意味がある。

・学生の事故回避マニュアルから，同意書の約款に
取り上げた方がよい事柄があるか

　約款について考える以外に，このマニュアルで注意
すべき点を挙げるとすれば，まず，予防接種について
である。できるだけ接種するという方向で臨むことが
必要だが，副作用や（卵）アレルギーなどの問題があ
るので個人の判断に任せることになるため，自費負担
でお願いする。
　それから，調査終了後明らかにプライベートと分か
る滞在の延長は，基本的に許可しない。国外調査の場
合はプライベートの予定もついでに組み込みがちだ
が，事故に巻き込まれた場合の大学側の責任の取り方
にも影響してくるので，まずはこの旅行は調査のため
の旅行ということを割り切って行動するよう，院生に
指導する。もとより，後日「旅行日記」を提出するの
で，あからさまなプライベート行動は行われないだろ
う。ただ，せっかくの調査なのでできる限りたくさん
の資料を収集したい，という気持ちもわからないでは
ない。調査に関係ある行為というものを最大限拡大解
釈してあげる必要もあるだろう。

学生の事故発生時対応マニュアル（資料４）につい
て

　事故に巻き込まれた際，被害を最小限度に抑えるた
めの行動について，前もってアドバイスできることが
あれば随時マニュアルにも盛り込んでいくが，実際に
はこちらからの指示よりも，現地にいる院生本人の方
が状況を詳しく把握しているということもある。院生
の事故対応マニュアルは，まだまだ改訂途上の段階と

いえよう。１つ言えるとすれば，事故の際には，院生
と大学の相互協力関係が必須となるということではな
いだろうか。

学生が加害者・犯罪者となった場合のスタッフの 
マニュアル（資料５）について
　このマニュアルはまだ緒についたばかりである。実
際に院生が犯罪行為を行った場合，犯罪の中身によっ
ては，教育研究推進室を超えて全学的な場で対応策が
検討される可能性もある。よって，今回は完全なマ
ニュアルを作成することは避けておく。

国内調査向けマニュアルについて
　今回は作成をしていない。まずは，国外調査向けマ
ニュアルを利用して対応を重ねてみるのがよいだろ
う。

13．同意書の作成
　同意書には法的拘束力はない。つまり大学側の責任
回避に利用できないのである。社会通例上大学が行う
べきとされる事故防止措置によって防ぎえた事故にお
いては，同意書の有無にかかわらず大学はその責任を
問われることになる。
　逆に，同意書がないからと言って，大学に無制限の
責任が発生することもない。ではなぜ同意書を取るか
というと，院生が調査を安全に遂行するための自己意
識を高めるためであり，同意書の明文化された約款に
よって，院生の家族に対しても自己責任の原則を理解
していただくことができるからである。
　このようなことを踏まえ，どういう事柄を同意書の
約款とするのか検討する。

・同意書（案）を検討（再掲）
・家族のサインを必要とするか
・「同意書に違反した場合，経費の支給停止もしく
は経費の返還要求を行う」という，いわば罰則の
ような項目を入れるのかどうか

　家族のサインを求めるということは，プロジェクト
調査活動が院生個人の主体性に基づいて行われるもの
であるという本来の主旨から多少外れることになるか
もしれない。しかし，サインを頂くことは，約款をご
家族にも読んでいただく一番確実な方法ではある。
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14．全学メールの利用を促進する

 ・「プロジェクト調査関連の連絡は，全学メールを
使用」を義務付けるか

　まず，連絡を取り合う際に必要なメールアドレス
は，パソコンのアドレスとすることを徹底させる。書
式などを送信する必要があるからである。現在は，プ
ロジェクト申請時にメールアドレスを尋ねている。こ
のパソコンアドレスについてだが，個人のプライベー
トアドレスではセキュリティの面からも不安がある。
　そこで，全学メールの利用を推進していく。そのた
めには，普段使用している院生個人のパソコンで全学
メールの送受信が可能となるように設定を行う必要が
ある。この設定が困難な学生に対しては，年度初めの
オリエンテーションなどで説明することを検討しても
よいだろう。

教育研究推進室（事務）にて準備すること

１．保険加入用紙の準備
　担当者会議での決定に従い，保険（傷害・賠償）の
加入用紙を，教務課にて入手する。
　その際，加入方法についての説明を受け，院生向け
の説明書類を作成する。

２．約款の熟読
　保険の約款などについては，すべて目を通して把握
しておく。

３．保険加入手続きのマニュアル化
　加入用紙の準備，説明書類の作成，約款の熟読に加
え，
　・加入証書コピーを事務室にて保管
　・いざという時の保険金請求の手続き
についてもまとめ，マニュアル化しておく。

４．事故回避・対応マニュアル完成
　担当者会議での検討結果に従い，マニュアルを改訂
する。
　完成したら，担当教員にできるだけ速やかに配布
し，以降は必要に応じて関係者に配布していく。

５．日程表・確認シート・同意書の書式作成
　担当者会議で決定された事項を盛り込んで，書式を

完成させる。

６．海外旅行の心得に関する説明資料
　多くを準備する必要はなく，基本的にはサイトの紹
介をするだけで十分だろう。情報が増えてきたので小
冊子にまとめて配布した方が便利であるという場合
も，海外旅行そのものが初心者であるという院生向け
の内容にとどまるだろうし，配布も該当者（海外旅行
未経験者・現地未経験者）か希望者のみ，ということ
になるだろう。というのも，本来必要な情報は時間を
追って変化する時事的なものが多く，そのつど各メ
ディアを通じて確認した方がよいことが多いからであ
る。

年度前の準備

　プロジェクト募集は前年度末に完了してしまうた
め，リスクマネージメントは前年度末の段階から準備
が始まるということになる。よって，年度前の準備に
関してはここだけでなく，後述の年度末の項目も参照
する。

プロジェクト募集にて

　院生からの申請書を受け取る際に，パソコンのメー
ルアドレス，（携帯）電話番号の２点が記入されてい
るかチェックする。後の連絡のためにもこの２点は必
須事項とする。
　携帯もパソコンも使用しない院生の場合は，今後の
ことを考えると，申請受理をいったん控えて，「待機
中」にしておき，必ず何らかの連絡手段を伝えても
らった上で正式受理とすべきである。

当該年度

　４月の新年度開始時に，募集はすでに完了している
ので，新年度の担当教員が決まり次第審査を行ってい
ただき，採用決定となる。
　まず，担当教員が決定した時点で，スタッフの危険
回避・対応マニュアルを配布する。担当教員には，プ
ロジェクトの審査とともに，その年度の事故対策費の
計上について検討していただく。また，その年度の調
査経費の上限についても最終決定していただく（もし
くは来年度の調査経費の上限についてあらかじめ話し
合っていただく）。
　採用すべきプロジェクトが決定したら，まずは，採
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用された院生の指導教員に向けて，採用通知の文面と
ともに危険回避・対応マニュアル（スタッフ・学生）
を配布する。

採用決定者へ書類の配布

　マニュアルに従い，必要書類を準備し，採用者に来
室するようメールで通知する。来室したら，書類の配
布および説明を行う。リスクマネージメント面からの
必要書類は，以下のもとなる。
　・（加入させることが決定していれば）団体保険の
加入用紙，その説明文

　・事故回避，及び対応マニュアル（学生版）
　・日程表
　・同意書
　・海外旅行届
　・（作成しているのであれば）海外旅行心得のパン
フレット（希望者・該当者分のみ）

　また，次のような説明を行う。
　・（決定していれば）団体保険加入の義務があるこ
と，さらに国外調査の場合は任意の保険にも加入
することを強く薦める。

　　　また，加入した保険の約款については，強制・
任意加入を問わず，きちんと目を通すようアドバ
イスする。

　　　たとえば，大抵の保険では，帰国後72時間以
内（潜伏期間の長い病気については30日以内の
場合もある）の身体の異常については保険金が支
払われる。帰国後に身体の不調を訴えるような場
合は，旅行中に原因があるかもしれないからであ
る。保険金が支払われるためには医師の診察が不
可欠となるため，異常を感じたら速やかに通院す
る必要がある（最もよいのは，帰国時に空港の検
疫検査を受けることだが）。このようなことは約
款をよく読まないとなかなかわからないことであ
る。

　・危険回避・対応マニュアルを熟読，遵守すること
を伝える。

採用決定者からの事前書類の提出

　以下の書類を提出してもらいます。
　・団体保険の加入証書コピー
　・日程表
　・「同意書」（サインの上）。院生にはコピーを渡し
ておく。

　・海外旅行届のコピー（オリジナルは教務課へ提

出）

調査出発直前

　調査の１週間ほど前になったら，規定のサイトに毎
朝目を通し，調査地の安全確認をする。これは，院生
本人にも行うよう説明しておく。もし，この出発直前
に危険情報が流れた場合，危険度が低かったとして
も，まずは院生本人・教育研究推進室担当教員・指導
教員に連絡し，対応を協議する。この対応の仕方は，
事故回避マニュアルに従う。

調査中

　出発直前から引き続いて，規定のサイトに目を通し
て安全を確認する。危険度の高低に関わらず，何か変
わったことが起きた場合は，事故対応マニュアルに
従って，担当教員，指導教員などに連絡を取る。
　また，院生が途中で帰国してきた場合，再度調査の
ための派遣を行うか，そこで調査を停止させるかにつ
いても，その後判断をする必要があるので，担当教員
などと連絡をとっていく。

年 度 末

　プロジェクト募集に関するリスクマネージメントに
おいて，気をつけなければならないのは次の点であ
る。
　・プロジェクト資金の上限を確認する。特に国外調
査における上限は重要である。来年度の上限を検
討するのは難しいが，募集の段階で経費の限度額
を明示する必要があるので，担当教員にきちんと
確認しておく。

　・そのための参考資料として，その年度の院生の本
来の出費はいくらだったのかを算出しておく。事
務には，上限打ち切り額以上のものも含めたレ
シートが提出されているので，それを用いる。年
度末に検討していただけない場合でも，新年度の
担当者会議で参考資料として提出できるので，毎
年度まとめておく。

　　　なお，リスクマネージメントについては，実際
に実行していく中で様々な反省点が見えてくるだ
ろう。そのつど気づいたことはメモしておくよう
にし，年度末にその内容をまとめるのがよい。来
年度には，その反省を踏まえ，状況を改善してい
く。たとえば，新たに有益な情報を得た場合，そ
れを教員や院生にスムーズに還元できるよう，
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ワークショップやセミナーなどのアウトリーチを
考えることもできる。

　　　またそのような反省を踏まえて，随時，教育研
究推進室事務マニュアルを更新していく。

おわりに

　たとえば，パスポートのコピーや健康状態申告書な
どを事前に提出させる，ということもリスクマネージ
メントの大切な方法の一つである。しかしそれでは，
元来院生の主体的なフィールドワークだったものを大
学の管理下に置くことになってしまう。たとえば恵泉
女学園の報告7）は今回非常に参考になったが，これは，
かなり大学主導的な海外研修プログラムにおけるリス
クマネージメントであった。そのため，教育研究推進
室におけるフィールドワークにそのままあてはめるわ
けにはいかなかった。
　また，リスクマネージメントをさらに促進していく
ためには，フォローしてくれる旅行業者とパートナー
シップを結ぶ，ということも考えられる。大阪大谷大
学のゼミ8）などすでに実践しているところもある。し
かし，教育研究推進室においては，院生が自分でチ
ケット手配をするというのが基本であるため，１つの
旅行業者に一括で任せる方法は可能性としては低い。
　このようなことから，さまざまな事例を参考にしな

がらも，教育研究推進室に沿った形のマニュアルを作
成していく必要があるのではないだろうか。
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２） ジェイアイオーガナイザー保険（http://www.jihoken.co.jp/
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３） 海外留学生安全対策協議会（http://www.jcsos.org/）
４） 外務省海外安全ホームページ（http://www.pubanzen.mofa.
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施とリスク管理の事例：他アクターとのパートナーシップ
「大学教育における海外体験学習の可能性と課題：危機管理
事例を中心に──第３章他大学・他機関の危機管理」より
pp. 37‒40.

その他の参考資料

・ 矢内結香編（2007）短期海外研修担当者のためのハンドブッ
ク（大学国際戦略本部強化事業のホームページよりダウン
ロード（http://www.u-kokusen.jp/useful/pdf/h190529handbook.
pdf）



Μεταπτυχιακά 名古屋大学大学院文学研究科 教育研究推進室年報 Vol. 3Μεταπτυχιακά 名古屋大学大学院文学研究科 教育研究推進室年報 Vol. 3

��１ 
����の事���マニュアル： 
 
 調査に出かける院生から、調査日程が決定次第すぐに連絡をもらうようにあらかじめ指

導しておく。この時点と前後して、 
 
・同�� 
・日程� 
 
を提出させる。 

↓ 
 院生には、大学の緊急連絡�を伝えておく。さらに、学生向けの「マニュアル」を配布

し、熟読するよう指導する。 
 また、指導教員に向けては、すべての「マニュアル」を配布し、熟読していただくよう

にお願いする。特に院生の現地行動について参考になるようなことがあれば、学生向けの

マニュアルに付け加えて指導していただくようにする。 
 緊急時には、指導教員にも対策本部のメンバーとなっていただく可能性があることを事

前に伝えておく（「本�およ���」担当） 
↓ 

 院生の出発日の１週間ほど前から、調査地を対象に、 
 
���学生安全対策���(http://www.jcsos.org/) 
�����安全�ー��ー�(http://www.pubanzen.mofa.go.jp/) 
����の国�生���(http://www.jica.go.jp/seikatsu/index.html) 
�生������(http://www.forth.go.jp/) 
 
の各ＨＰを毎朝閲覧し、事前の安全確認をしておく。（これらは、院生の調査終了・帰国ま

で、毎日続ける）。また、同じような閲覧を院生にも指導しておく。 
↓ 

 もしかなりの異常が認められた場合は、速やかに、担当者に連絡を取る（担当者とは、

事前に決められた者であり、出発延期・中止を決定する権限を持つ者である）。 
ちなみに、かなりの異常というのは以下のような事態が発生した場合である： 
 
 ���による何らかの��が発せられた場合 
 内戦・テロ・戦争など、大��・国�による大��な事�が発生した場合 
 大��な�中�・��、����などが蔓延している場合 
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 ��、�水、��、��などの大規模な自然災害が発生している場合、 
↓ 

 出発の延期等が行われた場合、院生のキャンセルなどにおける経済的支障に対し、相談

に乗る。たとえば航空券のキャンセル料は、原則としてその飛行機が飛ばなかった場合に

しか経費として認められない。それ以外の場合には、さまざまな証拠材料とともに理由書

を提出する必要があり、また提出したからと言って、すべての申請が通るわけではない。

このような複雑な事情もあるため、理由書の作成などできる限りのアシストを行っていく

（院生個々のケースに対応していく）。 
↓ 

 また、次の出発がスムーズに行えるように相談に乗る。 

2 
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��� 
����の事故発生時対�����ル： 
 �事故発生の連絡から�時�以内： 
 連絡が入る。もしくは、毎日のサイトの閲覧などで異常事態を認知する。 
 ちなみに、異常というのは以下のような事態が発生した場合であり、これ以外の小さな

事故に関しては、院生本人からの連絡がない限り、経過観察とする。 
 
 外務�による何らかの�告が発せられた場合 
 内戦・テロ・戦争など、大集�・国�による大規模な事�が発生した場合 
 大規模な�中�・病気、���染などが蔓延している場合 
 地�、��、��、��などの大規模な自然災害が発生している場合、 
 その他の悪天候などで交通事情に異変が生じている場合 

↓ 
関係者が直接第一報を受け取れないことがある場合、折り返し詳細確認のための連絡を

入れる。そして、以下の情報をできるだけ詳細に入手する。同時に、本人にけがか病気が

ある場合には、できるだけ速やかに現地の医療機関を受診するよう助言する。（確認��ト

（���）を利用）： 
↓ 

担当者に連絡、招集 
（情報の結果、緊急性・重大性を問われないものに関しては招集を見合わせ、関係者へ

の連絡だけにとどめる。たとえば、旅先で軽い風邪をひいて困った、というような連絡が

入るかもしれないし、悪天候で飛行機がキャンセルとなり予定通り帰国できなくなった、

という程度の連絡もあるかもしれない。すべての連絡に対して必ず担当者（担当者とは、

事前に決められた者であり、出発延期・中止を決定する権限を持つ者である）に報告を入

れるものの、特に後述の���と予測できる事態に対しては招集を見合わせる。 
 また、本人が感染症のために緊急帰国をする場合などは、���の「帰国」には違いな

いが、対策本部を設置するほどではない。こちらの判断よりはむしろ、本人の希望により

帰国の途に就くということとなるだろう。 
 連絡を行う担当者は、 
 
・対策本部�（もしくはそれに準じるもの。教育研究推進室の担当教員から一人。） 
・��教員 （院生本人と直接連絡） 
・��の事務員（実務担当） 
 
である。 

↓ 

3 
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担当者が対応を協議するまでの準備として、 
 
・確認シート（もしくはその内容をまとめたもの） 
・���・日程�・��保険の加入��（通常であればどのような日程で調査が進めら

れていたものなのか、どのような保険に加入しているのか、などを確認するため） 
 

を準備し、人数分のコピーをしておく。 
↓ 

対応協議を開始する。迅速に、段階 1 から段階 3 のどれかに決定を下す。 
  
 ��しながら調査�動の継続（段階１）、 
 現地での調査�動をいった���して待機（段階�）、 
 現地での調査�動を中�・帰国（段階３） 
 

↓ 
 ・段階１と決定された場合は、速やかに解散し、教育研究推進室にて経過観察の続行。

本人のトラブルに対応するための情報を収集し、これを提供する。 
 途中で段階が移行する場合もあるので、十分警戒する。担当者は、次の招集に備えてお

く。 
 ・段階�と決定された場合は、広報担当と現地派遣担当以外を招集する場合がある。も

しくは担当者のうち少なくとも１名は待機し、段階１もしくは３となるまで経過観察を続

行する。本人・家族とは連絡を取り合い、また必要な情報収集のための業務サポートを継

続する。 
 ・段階３と決定された場合は、速やかに、以下の行動に移っていく（例外もある。災害

などの発生していない院生単独の病気などによる帰国の場合は、対策本部は設置しない）。 
↓ 
 

 ���発生から���： 
・対策本部の設置・関�者の招集 
・対応に必要な人�を確保の上、以下の手続きを進めていく。 
 

�本人およ�家族�：教務課から必要情報入手の上、家族と連絡、 
 家族の��ポートの有無の確認。 
 ��の��発�に対する情報収集。 
 現地派遣ルート上の��ルに関する情報収集 
 �生本人の��の情報収集。（家族へ情報公開） 

4 
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「現地派遣」：情報収集段階。 
 現地にス���を派遣するか、現地の者に��を��するかの決定。 
 現地派遣等緊急に必要な�用の準備。 
 現地派遣班の��準備手続き。 
「広報」：報�及び各��関への連絡（�一報の内容）。 
 その他の内容については、情報収集�もしくは対応���とコメント）。 
 新しい情報を「業務対応」を通じて受け取る 
 テレビ・電話等の必要��を�� 
 記者会見用及び控え室の会�室確保。 
 連絡リスト：外務省 
  国土交通省 
  文部科学省 
  厚生労働省 
  大学本部・教務課 
  マスコミ各社 
「業務対応」：上記の業務をサポート（コ�ー・電話など）。 
   各担当が使用している情報が散逸しないよう、対策本部長とともに情報の一�管理 
 （すべてコ�ーの上保�）。 
   必要な情報を広報へ回す 
   対策本部関係者に対する����必要��の手配。 
   �理��の管理 
   加入している保険会社各社（教務課の団体加入保険含む）へ連絡 

↓ 
 

 �事故発生�日（２４時間以内）： 
 事故発生後２４時間以降の日付を同一とする時間をさすので、実際には２４時間に満た

ないことが多い。 
 
「本人・家族」：家族が現地へ、あるいは一定の場�へ集合する場合の���テ�、���

 ーの手配など。これは、あとで処理に困ることがないように、どこから��する

 のかを明確にした上で行う。 
    （家族の負担か大学の負担か、本人の保険か大学の保険か） 
  ���サポートの準備（保�管理室等と連携）。 
  本人の様子などの情報収集続行�（派遣班が現地に到着するまで担当）。 
「現地派遣」：ス���派遣の準備、可能ならば����。 
  この派遣についても、��を明らかにする。 
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�広報�：情報収集�整理 
 引き続き関係�関への連絡 
 マスコミへは��会�の準備、開� 
 関係当局から求められる様々な情報提供や��提� 
 関係当局からの連絡を対策本部の担当者へスムーズに伝えられるよう、人 
 �を確保 
 これらの諸情報は、逐一業務対応担当へ伝え、一括管理 
�業務対応�：本人がひどいけがや病気の場合、日本��での学生の受け入れ��を整える

  （けが、病気などの場合の移送先の病院について情報収集） 
  （緊急手術ができるのか、感染症対応の病院であるか、など）。 
  病院は、������に関わらず、家族居住地や到着する空港によって、

  関�や関���なども対象とする 
  引き続き広報へ情報提供 

↓ 
 
 �事故発生�日目： 
 初日が休日等の場合は、連絡が遅れるため初動が遅れる場合もあるので、１日目にやり

残した活動も加わることがある。 
 
�本人�家族�：家族移動�、��的��ー�開始 
�現地派遣�：移動開始、移動�、可能ならば学生本人のもとへ到着。 
�広報�：現地班の連絡などをもとに、��情報を�� 
  情報が錯綜する時期なので、個々の担当者の発言がばらばらにならない

  ように、業務対応担当とともに情報を�一して保持する。 
�業務対応�：現地派遣班からの情報を受け取る→情報の一括管理 
  事故発生以来の様々な��について、できる限り速やかに処理に回す。 
  保険金の支払いについて、保険会社と連絡（学生本人が個人的に加入し

  ている保険についても、必要な情報は把握） 
↓ 
 

 �事故発生�日目以�： 
 
�現地派遣�：現地対策本部�� 
 情報および必要品の収集��入。 
 学生の��確保を確認、��対策本部へ連絡。 
 家族の受け入れ準備。 
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 ����・大��などへ直接連絡。 
↓ 

  学生・家族をできるだけ��、��かに国内に�� 
  （����に�いては���て出所を確認） 

  大学側の責任の範囲に基づいて現地を��し、対�本�を�� 
  現地関係者への協力の��（�収書を��） 
  大��・����への�� 
  帰国した段階で、現地派遣班は�� 

↓ 
  活動報告と経理に必要な書類を後日提出 

「本人・家族」：日本国内での受け入れ準備（「業務対応」と協力） 
  日本国内での��・����に当たる。 
  入院の場合は、1～数回の見�に出かけ、様子を見る。 
  �ちら側の情報�できる限り学生側に�� 

↓ 
  帰国後の容体��を確認して���るが 
  指導教員としては�き�き���� 

↓ 
  活動報告と経理に必要な書類を後日提出 

「広報」：本人が帰国し、居所を落ち着かせ、広報が、その容体を確認した時点で、��会

見などは���� 
 必要��を関係当�に報告 

↓ 
  活動報告と経理に必要な書類を後日提出 

「業務対応」：経理�理 
  ある程度収束した時点で、集めた��ての情報をまとめる。 
  関係者に�����などを行う。 
  それらの情報を関係者に�������、 
  可能な限りウェ��で��（担当者会議で内容を検討） 
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��� 
��の事故�避�����： 
 �出発前の注意事項： 
・自分から進んで現地の安全情報を得る（��情�、��、病気の�行など）。毎日チェッ

クするのがよい 
 
�外���安全対策���(http://www.jcsos.org/) 
外務省�外安全ホームページ(http://www.pubanzen.mofa.go.jp/) 
����の国���情報(http://www.jica.go.jp/seikatsu/index.html) 
����省���(http://www.forth.go.jp/) 
 
 なお、毎日のチェックは必要ではないが、 
 �SPACE ALC（�外旅行・��） (http://www.alc.co.jp/kaigai/index.html)」 
 などにも目を通しておく。 
 
・����（各国により異なるので、必要なものを調べて受けておく。 
       各国在外公館のホームページも参照） 
・�意��への加入（約款等には前もって目を通しておく） 
・健康に不安のある場合は��、場合によっては旅行を��すること 
・���や���ッ�などは持参すること 
・現地で行動する際の注意事項： 
 現地の��ー�や��には可能な限り毎日目を通す。外務省のＨＰに載せるほど

  でもない軽犯罪も含め、現地でなけれ�入�できない情報にも目を配る。 
現地の��・��ーに従い、���しくふるまう。法�や��にも通じておく。

���だけではなく、加��や犯罪�となる可能性もあるので気をつける。現

地の法だけでなく、日本での法に触れることも避けておく（��・�せい�の

�用など）。 
日本にはない病気などの情報も必要である。以下の病気等に対しては、その安全

対策などを出発前から十分に行うようにする： 
 病気：���・����・��������・��・����・������・

����・�ェ������・��病・���・��・日本��（���では

�行）・��、���� 
 その他：�外�・�もの・��。 
調査にどうしても必要な場合を除き、基本的には�の��は�めない（国内調査

であっても公共交通機関をできる限り利用） 
��外出はできるだけ行わないようにする。 
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��品は常に身につけておく。貴重品は�ー�テ��ッ��に預け持ち歩かない

ようにする。ただし強盗対策に、いくらかの紙幣をすぐ取り出せるポケットな

どに収めておく、など、最低限の紙幣は持ち歩くこともある。 
健康に不安があるまま調査を続けない。不安な場合は、速やかに現地の医師の診

断を受ける。調査をいったん停止あるいは中断して帰途に就くなど、自らの判

断も重要である。もし、健康上の問題を抱えて帰国した場合は（たとえば復路

の機内で症状が発生したような場合でも）、空港内の���査を受けるか、でき

るだけ速やかに医師の診�を受ける。 
滞在期間を必要以上に延長してプライベートな予定を組み込んだりしないように

する。調査と調査の空白期間は、移動、資料の整理などに充て、調査に直接�

�のない��はできるだけ��（���など、生活に最低限必要な時間は除く） 
 
以下の事件に遭遇した場合は、速やかに大学に連絡を入れ、事故発生時対応マニ

ュアルに従う： 
 

・事件（故意に誰かが発生させたもの）： 
 殺人、麻薬、銃、強盗など、�人あるいは���による��に巻き込まれた時 
 内戦・テロ・戦争など、大��・国�によるものが発生したとき 
 生命に直接危険はないが、��や���ラ、�人�報��、�イテ���などに

  巻き込まれた時（軽微なもの、自己処理できるものは除く。ただし今後のため 
  に、帰国後教育研究推進室に報告を入れるのが望ましい） 
・事故（故意に誰かが発生させたものではないが、人��で起こってしまったもの）： 
 ��事故、�発、��、�中�、��などに遭遇したとき（軽微なもの、自己処

 理できるものは除く。ただし今後のために、帰国後教育研究推進室に報告を入れ

 るのが望ましい） 
・��（地�、��、��）などに遭遇したとき 
・麻薬・�せい�を使用してしまったとき 
・国外での��みのない��に�らないうちに�れてしまったとき 
・国内外での貴重な��品・���などを��してしまったとき 
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��� 
��の事故���対����ア�� 
こちら側の指定する��連絡�（指導教員もしくは教育研究推進室）に連絡を入れ、でき

る限り詳しい�報を�えるとともに、指示を仰ぐ。（自分で対処できる範囲の小さな事故の

場合は、きちんと対処した上での事後報告でもよい。また、軽微な病気が完治したような

場合は報告の義務もない）。 
↓ 

 ただし、けが・病気などをこうむった場合は、軽微なものを除き、自分で治療せず、必

ず現地の病院に通院する。病院に通院し、医師の診断書を得ることで（あるいは診断書を

得られる状態にしておくことで）、初めて保険金が下りる手続きがスタートすることになる

からである。その場合の��書などはきちんと保存しておき、できるだけ速やかに自分の

加入する保険��に連絡を入れる。 
↓ 

つねに��側の関��と連絡が取れる状態にしておき、指示があればそのように動く。指

示のない間は、�の安全を�ることを第一に考えて行動する。現地の��館や�事館など

と連絡が取れるのであれば、連絡を取り、協力を仰ぐ（現地の警察に連絡を入れる前に在

外公館と連絡を取り、指示を仰ぐ方がよい場合もある）。 
↓ 

帰国後、加入の保険に関しては、原則的に��と保険��との間の��となる。 
また、すべての事故処理が終了したら、今後の参考のため、教育研究推進室の作成したア

��ートに回�したり、今回の事故に関しての報告書を��したりするなど、より安全な

プロジェクト調査の実現に向けて、協力する。 
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��� 
学生が�害者・犯罪者となった場合の�タ��の�����： 

連絡が入る 
↓ 

この場合、次のパターンに分かれると想定される： 
 
１：院生の意図的な犯罪行為によるもの（よって、院生本人から大学に直接連絡が入る

可能性は低い。報道機関や、政府当局などからの連絡を通じて知ることになる。） 
 １－１：被害者が存在する（被害者への補償） 
 １－２：被害者が存在しない（たとえば、大麻など）（救済・補償はなし） 
 
２：院生の意図に関わらず犯罪に巻き込まれてしまったもの（院生本人が対応に困って

直接連絡をしてくる可能性が十分ある） 
 ２－１：被害者が存在する（院生の救済・被害者への補償） 
 ２－２：被害者が存在しない（院生の救済） 
 
いずれの場合にも、確認シートなどを利用してできる限り詳しい情報を入手しまとめる。 

↓ 
担当者に連絡、�� 

 
 院生への救済は、病気やけがといった医療的な側面よりむしろ精神的及び法的な措置に

対する救済ということになる。 
 また、被害者への補償は、院生を指導管理する立場の者として行わなければならない補

償があるとすれば、それを行うということである。院生本人が償うべき事柄については院

生の責任において行ってもらう。 
↓ 

 外部の相談機関と連絡を取る： 
・弁護士（被害者への補償及び学生の犯罪行為に関する法的側面）：全学あるいは学部対応

の顧問弁護士等がいれば、それに従う。 
・��ン��ー（院生及び被害者の精神的側面）：保健管理室と連携 
・保���（被害者の補償に関する�済的側面） 
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��� 

���ル�調査実�プロジェクト同意�（�） 
平成  年  月  日 

教育研究推進室御中 
専攻名：           

学籍番号：           
氏名（署名）：         印 

 
一、 私は、下記のプロジェクトを実施するにあたり、名古屋大学の学生としての本

分を守り、相手国及び日本国の法律・法令を守り、公序良俗に反する行為を慎み、

誠心誠意時プロジェクト調査に専念します。 
二、 研究活動における不正行為は行いません。 
三、 調査協力者には、常識と節度ある行為をもって接します。 
四、 やむをえない事情を除き、旅行日程に従って行動します。また、不測の事態に

遭遇した場合は、速やかに「事故対応マニュアル」に従って行動します。その際、

大学との信頼関係に基づき、大学の対応に協力します。 
五、 私の責任により他人に対し危害・損害・不都合を与えた場合は、ただちにその

補償の債務を果たします。また、大学が管理不能なことに起因する私の死亡、負傷、

損害などが発生した場合は私自身が責任を負います。 
六、 プロジェクトに支給される経費については、これを不正受給・不正使用いたし

ません。 
七、 経費の不正受給・不正使用が認められた場合、以降の支給停止を認めるととも

に、それまで使用した経費については、直ちに返還いたします。 
 
以上、ここに署名をもって同意します。 
 

記 
プロジェクト名： 
 
行き先（国名）： 
 
調査期間： 
 
指導教員名： 
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資料８ 
事故報�確認�ート（�） 

 

・確認日時  平成  年  月  日 午前・午後  時  分 

・情報ルート（相手の連絡先）                 

 

・被害者氏名            

・事故発生日時（現地・日本）  月 日 午前・午後  時 分 

・発生場所                           
                  

・事故種別・規模                        
            

・学生の安否・状態                       
            

・入院・避難先                         
            

・学生本人の連絡先                       
            

・その他の情報 
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